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第１ 動物の愛護及び管理の基本的な考え方 

１ 動物の愛護 

動物の愛護の基本は、人においてその命が大切なように、動物の命につ

いてもその尊厳を守るということにあり、動物をみだりに殺したり、傷つけ苦し

めることのないように取り扱うことや、その生理、生態、習性等を考慮して適

正に取り扱うことです。 

動物の利用や殺処分についても、自然の摂理や社会の条理として直視

し、厳粛に受け止めることが必要であり、動物の命を軽視したり、みだりに利

用したりすることは誤りです。 

社会における生命尊重、友愛及び平和の情操の涵養を図るためには、

子どもから大人までを含めた社会全体が日頃から命の大切さを考える習慣

をもつことが何より大切です。 

２ 動物の管理 

人と動物が共生する社会を形成するためには、動物愛護の精神を確立

することと併せて、動物の所有者又は占有者（以下「所有者等」という。）は、

その社会的責任を十分に自覚し、人の生命、身体又は財産の侵害や生活

環境の保全上の支障を防止する必要があります。 

その際、逸走やみだりな繁殖を防止するために動物の行動等に一定の

制約を課す必要が生じる場合があることや、所有者等がいない動物に対す

る恣意的な餌やり等の行為が、動物の愛護及び管理上好ましくない事態を

引き起こす場合があることに留意する必要があります。 

また、多くの県民が飼育しているペットは、伴侶動物（コンパニオンアニマ

ル）としていまや生活に欠かせない存在になっていますが、ペットが人と共に

生活する存在として社会に受け入れられるためには、人と動物の関わりにつ

いて十分に考慮し、その飼養及び保管を適切に行うことが求められます。 

３ 合意形成 

県民が動物に対して抱く意識や感情は多様ですが、すべての県民に共

通して適用されるべき動物の愛護及び管理の考え方は、普遍性や客観性

の高いものであるとともに、県民の合意の下に形成していくことが必要です。 

動物愛護の精神を広く普及し、人と動物が共生する社会の実現を目指
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すためには、地域の実情や関係者の立場の違いを踏まえ、人と動物の関係

についての丁寧な議論を重ねることが必要です。 

県では、動物の愛護及び管理に関する法律（以下「法」という。）を適切に

施行するとともに、動物の愛護及び管理に関する施策を総合的に推進する

ための基本的な指針（以下「基本指針」という。）等に定める各種施策を踏

まえ、地域の実情にあった動物の愛護及び管理の考え方や人と動物の共

生の在り方について検討していきます。 
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第２ 計画策定（改正）の考え方 

１ 計画の策定及び改正の理由 

平成18年に国が策定した基本指針に基づき、平成20年３月に本県の動

物の愛護及び管理に関する施策を定めた愛媛県動物愛護管理推進計画

（以下「本計画」という。）を策定し、平成26年３月には数値目標を設定する

など本計画の全面的な見直しを行い、今日まで「人と動物が共生する豊か

な地域社会」の確立に向けた施策に取り組んできました。 

今般、前回の全面見直しから５年が経過し、令和元年に法や基本指針

が改正されたことから、過去５年間の取組の検証結果や改正の趣旨及びそ

の内容を踏まえ、動物の愛護及び管理をより一層推進するために本計画を

見直すこととしました。 

２ 性 格 

本計画は、法第６条に基づき都道府県が定めるもので、基本指針に則し、

本県の実情を踏まえ、動物の愛護及び管理に関する行政の基本的方向性

や中長期的な目標を明確にし、目標達成のための手段や実施主体の設定

等を行うことにより、計画的で統一的に施策を実施し、すべての県民の共通

の理解形成のための指針になることを期待するものです。 

３ 期 間 

本計画の期間は、令和３年度から令和12年度までの10年間とします。 
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第３ 計画の基本方針 

１ 人と動物が共生する豊かな地域社会の確立 

県では、多くの県民の共感を呼び、幅広い層に対して自主的な参加を促

していく施策を、学校、地域、家庭等において展開し、社会を構成する全て

の当事者が、適正飼養の観点から必要な取組を推進するため、以下の５つ

の課題について重点的に取組み、「人と動物が共生する豊かな地域社会」

の確立を目指します。 

また、平成14年12月に動物愛護管理対策の総合的な拠点施設として、

愛媛県動物愛護センター（以下「動物愛護センター」という。）を設立し、各

種事業に取り組んできました。令和元年の法改正により、拠点施設が行う業

務が明確にされたことから、動物愛護センターの更なる機能の拡充を図り、

その責務を果たしていきます。 

 

課題１ 所有者等の社会的責任の徹底 

課題２ 事業者の社会的責任の徹底 

課題３ 地域における取組 

課題４ 処分頭数削減への取組 

課題５ 県民と動物の安全の確保 

 

２ 県・市町・関係団体の連携 

動物の愛護と管理をめぐる課題は、所有者等の不適切な飼養やマナー

の欠如による近隣への迷惑行為等、地域に密着したものから、動物取扱業

の監視指導、特定動物の飼養保管許可、愛護動物の捕獲・収容等、広域

的・専門的な対応を必要とするものまで様々です。 

それぞれの課題に対し、地域の実情を踏まえて効果的に取り組むために、

行政機関相互及び行政機関内の部局間の連携はもちろんのこと、獣医師

会、企業、業界団体、動物愛護団体、調査研究機関、動物愛護推進員、

地域ボランティア等の適切な役割分担の下で、動物の愛護及び管理に関

係している者が協働し、対応するネットワークを広げていきます。 

なお、協働の進め方にあっては、地域づくり、社会福祉、公衆衛生といっ
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た社会課題の同時解決を図る視点も必要です。 

（１）県の役割 

県には、第一種動物取扱業の登録と監視指導、第二種動物取扱業の届

出と指導、特定動物の飼養保管の許可、野犬等の捕獲、所有者のいない

猫対策の取組強化、犬・猫・負傷動物の収容と返還・譲渡、動物由来感染

症対策、災害時に備えた体制整備及び災害時の動物救援等、広域的・専

門的な役割があります。また、各市町、動物愛護団体、動物愛護推進員、

地域ボランティア等による地域活動が、調和のとれたものとして県内全域で

実施されるように支援し、計画全体が着実に実行されていくよう協働した取

組を調整、推進していきます。 

（２）市町の役割 

市町は、動物愛護管理に関する課題の多くが地域社会に密着したもの

であることから、地域の実情に応じた動物愛護管理の推進や地域防災計画

に基づくペットの災害対策などの取組が求められます。 

（３）動物の所有者等の役割 

動物の所有者等は、関係法令を守ることはもちろん、動物愛護の精神を

理解して動物の適正飼養に努めるとともに、マナーを守り、動物を所有又は

占有することに伴う社会的な責任を自覚した行動をとることが求められま

す。 

（４）事業者等の役割 

動物取扱業者は、自らが所有又は占有する動物の適正な飼養及び管理

を行うことはもちろんのこと、動物の所有者等へのアドバイザーとしての役割

を担うことが求められます。 

畜産業者や実験動物管理者等は、飼養基準やアニマルウェルフェアに

ついて理解し、動物を利用する立場として、適正な飼養管理に努めることが

求められます。 

動物関連学校は、県の施策に協力し、動物の飼養や公衆衛生の正しい

知識の発信等により、専門的、学術的なアドバイザーとしての役割を担うこと

が期待されます。 

（５）県民の役割 

県民は、「人と動物が共生する豊かな地域社会」の確立のために県、市



8 

町及び地域が行う取組を理解し、動物愛護管理上の課題を解決するため、

それらの取組に協力する姿勢が求められます。 

また、恣意的な動物との関わりにより、他人の財産を侵害したり生活環境

の被害を与えたりしないよう、関係法令や動物の習性等に関する正しい知

識の下、節度ある態度をとることが求められます。 

（６）動物愛護推進員の役割 

動物愛護推進員は、法に基づき、動物の愛護の推進に熱意と識見を有

する者のうちから知事（松山市内は松山市長）が委嘱しており、令和３年１

月末現在で124名が活動しています。その役割として、県民への動物愛護

思想の普及啓発、行政の施策への協力、動物の所有者等に対する適正な

飼養に関する助言、災害時における動物の保護などへの協力等がありま

す。 

（７）動物愛護の地域ボランティア、協力企業、民間団体等の役割  

動物愛護の地域ボランティア、協力企業及び民間団体等は、行政の施

策に協力するとともに、地域に密着した立場を生かした効果的な活動の実

施により、施策の更なる推進に貢献することが期待されます。 

この中で、獣医師会は、動物の愛護及び福祉に関する社会貢献活動を

行う団体として、広域活動や行政との協定などにより、行政と緊密に連携し

てその施策の一部を担っています。また、獣医師は、診療行為等を通じて

動物の所有者等へのアドバイザーの役割を担うとともに、負傷動物の診療

や虐待の通報により、県と連携して動物の安全の確保や飼養の水準を適

正に保つ役割が期待されます。 
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第４ 課題への取組 

 

施策１ 適正飼養の徹底と普及啓発の強化  

（１）犬の適正飼養の徹底 

ア 登録・狂犬病予防注射接種率の向上 

○ 狂犬病予防注射の必要性の周知 

狂犬病は、日本の周辺国を含む世界のほとんどの地域で発生しており、

世界では今なお、推定で年間５万９千人（世界保健機構（ＷＨＯ）、2017年

報告）もの命が狂犬病で失われています。 

日本では、狂犬病予防法に基づき、犬の登録（以下、「登録」という。）及

び狂犬病予防注射（以下、「予防注射」という。）が義務化されているため、

犬を含む動物での狂犬病の発生は現在のところありませんが、近年、人や

物の往来が盛んになっていることに伴い、狂犬病が国内へ侵入するリスクは

これまで以上に高くなっています。県内の予防注射接種率は低い水準で推

移しており、万一国内に侵入した場合に十分な防疫体制をとるためにも、予

防注射の必要性についての周知啓発を強化し、適宜、犬の所有者に対す

る指導を行います。 

○ 動物診療施設等での登録・注射済票交付の促進 

近年、市町が実施する予防注射（集合注射）実施頭数が減少し、動物診

療施設での予防注射実施頭数が増加する傾向にあります。このため、市町

においては、動物診療施設で登録及び予防注射と注射済票交付を同時に

行えるよう、獣医師会等へ業務を委託し、所有者の利便性向上を図ること

課題１ 所有者等の社会的責任の徹底 

飼養動物に関わるトラブルの多くは、飼養動物に関する所有者等の知

識不足及び責任感やマナーの欠如に原因があります。飼養動物の存在

が近隣の人々に受け入れられ、地域におけるトラブルを減らすことができ

るよう所有者等に課せられた社会的責任について啓発するとともに、適

正な飼養、法令の遵守及びマナーの向上に向けた施策の展開を行いま

す。 
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で、登録、予防注射の接種を促進することが期待されます。 

○ 効果的な普及啓発の方法の検討 

予防注射接種率が高い自治体の取組状況を参考にし、効果的な普及

啓発方法について関係機関で検討を行います。また、動物診療施設や動

物取扱業等の施設において、登録及び予防注射は所有者の義務であるこ

との周知啓発を強化します。 

イ 犬による咬傷事故の未然防止の徹底 

放し飼いの飼い犬や無責任な餌やりにより増加した野犬によって咬傷事

故が発生しているため、それらの行為者への指導を強化します。また、犬の

しつけの必要性及び技術的指導について、動物愛護センターや動物愛護

推進員から助言を行うとともに、所有者と犬が良好な信頼関係を築くための

相談対応及びしつけ方教室を行います。 

ウ 法令・マナー遵守の徹底 

法令を遵守することは所有者等の義務であり、さらに愛媛県動物の愛護

及び管理に関する条例では、飼い犬の係留の義務や公共の場所で排泄し

た糞の除去等についても規定されています。法令やマナーの遵守は、飼い

犬が地域社会で受け入れられるためにも重要なことから、所有者等へこれら

の周知指導を行います。 

エ しつけの必要性の周知 

しつけは、飼い主と飼い犬が良好な信頼関係を築くとともに、犬に社会性

を身につけさせるため、さらには非常災害時における一時預かりや避難生

活等に備えるために重要です。犬は、無駄吠え、人に咬みつくといった問

題行動を起こすことがあり、この場合、飼い主に対してだけでなく近隣への

迷惑問題へと発展するおそれがあります。このような問題を起こさないように

するため、動物愛護センターでは、しつけ方教室や相談業務の充実を図り、

しつけの必要性について周知啓発を行います。 

オ 繁殖防止措置の徹底 

所有者等には、飼養している犬の適切な飼養環境の確保、終生飼養に

努めるだけではなく、犬が繁殖し適正飼養が困難となる場合には、不妊去

勢手術などの繁殖防止措置を行うことが義務付けられています。そのため、

犬の譲渡時や販売時等において、家庭動物等の飼養及び保管に関する
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基準に基づき、原則として繁殖制限しなければならないことについて、動物

取扱業者から十分な説明が行われるよう指導します。また、適正な飼養管

理を行うことができない頭数の飼養は、虐待となるおそれがあること、みだり

な繁殖を防止するための不妊去勢手術等を徹底することについて普及啓

発します。 

（２）猫の適正飼養の徹底 

ア 屋内飼養の推進 

県内の多くの地域において、猫の所有者等と近隣住民との間で、猫の糞

尿等による生活環境の悪化や猫に財産を傷つけられるといったトラブルが

生じています。屋内飼養により、こうしたトラブルを解消したり、未然に防いだ

りすることができます。 

また、屋内飼養には、交通事故や感染症の予防、予期せぬ繁殖の防止

等の利点もあることから、パネル展や講習会等を通じて広く啓発し、屋内飼

養の推進を図ります。 

イ 繁殖防止措置の徹底 

所有者等は、飼養している猫の適切な飼養環境の確保、終生飼養に努

めるだけではなく、猫が繁殖し適正飼養が困難となる場合には、不妊去勢

手術などの繁殖防止措置を行うことが義務付けられています。そのため、猫

の譲渡時や販売時等において、家庭動物等の飼養及び保管に関する基

準に基づき、原則として繁殖制限しなければならないことについて、動物取

扱業者から十分な説明が行われるよう指導します。また、適正な飼養管理を

行うことができない頭数の飼養は、虐待となるおそれがあること、みだりな繁

殖を防止するための不妊去勢手術等を徹底することについて普及啓発しま

す。 

（３）動物の適正飼養に関する普及啓発  

ア 安易な飼養開始の防止の普及啓発 

動物の飼養に関する責任や義務についてよく理解せず、安易に飼養を

開始したために、所有者が予期しない問題に遭遇して、飼養の継続を断念

し、動物を処分するといったケースがあります。このような動物にとっても所

有者にとっても不幸なケースを防ぐため、第一種動物取扱業者による販売

時及び動物愛護センターや第二種動物取扱業者等における譲渡時に、そ
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の動物の生理、生態、習性等に加え、動物の繁殖能力により起こりうる問題、

寿命、飼養にかかる経費、病気、幼齢動物の社会性獲得の問題、高齢動

物の介護の問題等、所有者及び関係者の負担と責任に関して十分な理解

を得られるよう説明を行うとともに、逸走防止、終生飼養等の所有者等の責

務について周知を徹底し、安易な飼養開始が行われることのないように努

めます。さらに、第一種動物取扱業者による無計画な繁殖、販売が行われ

ないよう指導を強化するとともに、第二種動物取扱業者等にあっても、第一

種動物取扱業者と同様に、譲渡時には動物の適正飼養に関する正しい知

識等を説明するように指導を行います。 

また、多頭飼育問題等不適正な飼養については、所有者の経済的困窮

や社会的孤立等の問題が複雑に絡んでおり、地域の課題として社会福祉

分野等と連携するなど対応強化を図ります。 

イ 普及啓発活動の場の拡大・相互理解の推進  

動物の適正飼養に関する普及啓発の機会を広げるため、県、各市町の

ホームページや窓口でのポスター掲示だけでなく、関係団体との連携や動

物愛護サポーター（県が認定する動物愛護事業に協力する団体・企業）等

の協力により、飼養に必要な器材やペットフード等を販売する施設、動物取

扱業、動物診療施設等の所有者等がよく利用する施設や、一般に多くの

人が利用する施設にもポスター、パンフレットを設置する等、普及啓発を行

う場を拡大します。 

また、主として動物愛護センターで実施しているしつけ方教室、動物愛護

週間行事等の適正飼養に関するイベントは、県内各地でも開催できるよう

市町や企業等の協力を得て、開催場所を拡大していきます。 

さらに、行政機関、獣医師会、企業、業界団体等の動物愛護や動物の

取扱いに関する考え方、また、所有者等個々人の考え方が多様であること

を前提に、それぞれの意見を聞く機会を設け、動物の愛護及び管理の意義

等に関する相互理解をさらに推進します。 

（４）動物の遺棄・虐待への対応 

改正法の施行により、動物の遺棄・虐待に対する罰則が強化され、動物

虐待の通報が獣医師に義務付けられたことを踏まえ、市町や獣医師会等の

関係団体と連携し、遺棄・虐待防止の周知啓発を強化します。また、遺棄・
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虐待の事案に対しては、警察や市町等関係機関と連携し対応します。 

 

施策２ 所有者明示（個体識別）措置の徹底  

所有者を明示することは、動物の盗難や迷子の発生の防止をはじめ、迷

子になった動物や非常災害時に逸走した動物の所有者等の特定を容易に

し、所有者等の責任の明確化、ひいては所有者等の意識の向上にもつな

がり、動物の遺棄及び逸走の未然防止に寄与するものです。 

改正法の施行による販売される犬及び猫へのマイクロチップ装着、所有

者情報の登録等の義務化を踏まえ、遺棄の防止や返還の促進を図るため、

動物愛護センターで実施する各種教室・リーフレット・ホームページ等を通じ、

迷子札・マイクロチップ等の所有者明示措置に関する普及啓発の強化を図

ります。 

また、義務化対象外の犬又は猫の所有者等に対しても、マイクロチップ

等所有者明示の必要性について普及啓発の強化を図るとともに、犬につい

ては、市町や獣医師会等と連携し、狂犬病予防法に基づく鑑札装着等の

徹底を図ります。 

 

施策３ 特定動物等の飼養許可及び適正管理の徹底  

改正法の施行により、愛玩目的での特定動物の飼養または保管は禁止

され、特定動物の交雑種も規制対象に追加されました。改正法の内容の周

知徹底を図るとともに、改正法の施行以前に許可を得て特定動物を飼養保

管している者に対しては、適正管理、終生飼養及び繁殖禁止の徹底につ

いて指導します。 

 

課題２ 事業者の社会的責任の徹底 

動物取扱業者をはじめ、産業動物、実験動物等を取り扱う事業者に

は、動物の取扱のプロとして社会的に重い責任があります。改正法の施

行に伴い、動物取扱業等に対する規制が強化されたこと等を踏まえ、こ

れらの事業者に対し、法令遵守の周知を図るとともに適正な飼養管理等

を啓発し、事業者の資質の更なる向上を目指します。  
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施策４ 動物取扱業の適正化  

（１）第一種動物取扱業者による法令遵守の徹底  

依然として、第一種動物取扱業者による不適正な飼養の実態があること

から、改正法において飼養管理に関する遵守基準が設けられるなど規制が

強化されました。中でも、動物販売業者には、販売する犬猫の日齢制限や

購入者への飼養法等の説明及び販売の記録等が義務付けられています。 

県では、第一種動物取扱業者に対し、研修会等による関係法令の周知

を図るとともに、定期的な立入等で法令遵守状況を確認し、必要に応じ改

善指導等を徹底するなど動物取扱業の業務の適正化を推進します。 

（２）第二種動物取扱業者による適正飼養・適正譲渡の推進  

第二種動物取扱業者に対し、届出の徹底を図るとともに、動物の飼養管

理が適切に行われているかを定期的に確認します。また、動物を譲渡する

場合は、飼養環境や輸送に対して充分な耐性が備わってから譲渡すること

や、譲渡先に対し、動物の特性や状態に関する情報を提供することなどが

適切に行われるよう周知、指導等を行います。 

 

施策５ 動物取扱業者の資質の向上  

（１）動物取扱責任者研修の充実 

第一種動物取扱業者に受講が義務付けられている動物取扱責任者研

修において、動物取扱責任者の要件の厳格化及び改正法の施行による新

たな規制の着実な運用や動物の取扱い、動物由来感染症及び動物に関

連する最新の知見を周知し、果たすべき役割を自ら考えることのできる動物

取扱責任者の育成に向け、研修内容の充実を図ります。 

（２）不適正業者への指導 

動物の販売・保管・展示・繁殖・譲渡等については、法令により規制や各

種基準が設けられていることから、これらに適合していない動物取扱業者に

対しては、指導等を徹底します。 

（３）所有者明示（個体識別）措置の指導 

販売される犬又は猫へのマイクロチップ装着、所有者情報等の登録等が

義務化された改正法の趣旨を踏まえ、マイクロチップリーダー（読取器）の普

及環境の整備を推進するとともに、遺棄の防止や返還の促進を図る効果的
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な制度運用に向け、必要な指導等を行います。 

（４）犬猫等健康安全計画等の遵守 

犬猫等販売業者は、幼齢の犬猫の取扱いや販売が困難になった犬猫の

取扱等に関する「犬猫等健康安全計画」を策定し、これを遵守するとともに、

所有状況について個体ごとに帳簿を作成し、定期的な報告を行うことが義

務付けられています。県は、定期報告を確認することにより、犬猫等販売業

者の適正飼養を促し、無計画な繁殖が行われないよう監視・指導します。 

（５）動物取扱業者の主体的な取組 

動物取扱業者が社会において果たすべき役割を自ら考え、優良な動物

取扱業者の育成及び業界全体の資質の向上が図られるよう、その主体的

な取組を促進します。 

 

施策６ 動物関連学校との連携  

動物を取り扱う職業に従事する人材を養成する学校との連携を図り、関

係法令や動物由来感染症等に関する情報共有を行います。地域住民にと

って適正かつ信頼できるアドバイザーとして、「人と動物が共生する豊かな

地域社会」の確立への一翼を担える人材を養成できるよう連携を深めます。 

 

施策７ 産業動物及び実験動物の適正な取扱いの推進  

私たちの社会には、伴侶動物だけでなく産業動物（家畜）や実験動物も

存在します。これらの動物についても、愛護と管理という視点からの対応が

必要です。 

（１）畜産業者等への指導 

家畜の飼養管理において、アニマルウェルフェアに配慮するための5つの

自由（①飢え、渇き及び栄養不良からの自由②恐怖及び苦悩からの自由

③物理的及び熱の不快からの自由④苦痛、傷害及び疾病からの自由⑤通

常の行動様式を発現する自由）を確保するための対応として、畜産部局と

公衆衛生部局が連携し、（公社）畜産技術協会等が公表している「アニマル

ウェルフェアの考え方に対応した家畜の飼養管理指針」に基づき適切な指

導を行います。 

（２）実験動物の適正な取扱いの推進 



16 

動物を科学上の利用に供することは、生命科学の進展、医療技術等の

開発等のために必要不可欠ですが、動物が命あるものであることに鑑み、

科学上の利用の目的を達することができる範囲において、実験動物の飼養

及び保管並びに科学上の利用が動物の愛護及び管理という視点から適切

な方法で行われるよう適切な措置を講じることが必要とされています。 

実験動物を取り扱う大学や研究施設に対し、「３Ｒの原則（苦痛の軽減

(Refinement) 、 使 用 数 の 削 減 （ Reduction ） 、 代 替 法 の 利 用

（Replacement））」及び「実験動物の飼養及び保管並びに苦痛の軽減に関

する基準」の周知及び遵守の徹底に努めます。 

 

施策８ 動物愛護推進員の活動の活性化  

動物愛護推進員は、動物愛護思想や動物の適正飼養に関する知識の

普及啓発活動を実施していますが、より一層県民の理解を深めるため動物

愛護推進員の活動を広く一般に紹介します。 

また、地域における動物愛護活動の活性化を図るため、県内の各保健

所を単位として動物愛護推進員、市町担当者との連絡会の開催や情報共

有を行うと同時に、動物愛護推進員に必要な知識の習得やスキルアップを

目的とした研修を実施します。 

（動物愛護推進員の活動目標） 

○ 犬・猫等の動物の愛護と適正飼養や管理についての地域住民への普

及啓発 

○ 犬・猫等のみだりな繁殖の防止措置等に関する助言 

○ 地域実態調査等による動物愛護管理施策への協力 

課題３ 地域における取組 

動物の不適切な飼養又は無責任な給餌給水等により、動物による危

害が発生したり、周辺の生活環境が損なわれるなどの問題は、所有者等

とその近隣住民等の間で感情的対立を誘発しやすいなどの性格を有す

ることから、県と市町、動物愛護推進員や関係団体等が連携し、個々の

ケースに応じた対応をとります。 
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○ 災害時に備えた、飼養動物のしつけや予防注射等の適正な飼養管理、

必要な備蓄品等についての地域住民への普及啓発  

 

施策９ 地域の飼い主のいない犬猫対策  

本県の犬猫の引取り頭数及び殺処分頭数は全国的にみて多く、特に引

取り頭数の約８割を飼い主がいない猫が占めており、これを削減することが

今後の課題となっています。 

犬猫を不びんに思う住民が無責任な給餌給水のみを行うと、頭数が増え

るだけでなく、犬猫の糞尿や犬猫に財産を傷つけられるなどの問題が生じる

など、住民間のトラブルに発展することも少なくありません。 

改正法では、無責任な給餌給水により、周辺の生活環境を損ねる事態を

生じさせている者に対する指導等が新たに規定されたことから、関係機関が

協力し適宜調査・指導等を行うとともに、動物の適切な管理方法に関して、

地域住民の十分な理解、協力を得ながら、問題解決に向けて取り組む必

要があります。 

飼い主のいない猫対策の一手法として、地域住民やボランティアが中心

となり、給餌や排泄物の処理、不妊去勢手術による繁殖防止措置など適切

な管理下でその数を減らしていく地域猫活動があり、本県でも一定の成果

が報告されていることから、引き続き平成28年度に作成した愛媛県地域猫

活動ガイドラインを活用し、各地でのパネル展やセミナー等により認知度向

上を図るとともに、市町や獣医師会と連携した繁殖防止措置等の支援を行

うなど更なる地域猫活動の普及啓発を推進します。 

 

施策１０ 教育現場及び地域における動物愛護の普及啓発活動の推進  

生命尊重、友愛等の情操の涵養の観点から、特に子どもが心豊かに育

つ上で、動物との触れ合いや家庭動物等の適正な飼養の経験が重要であ

ることが指摘されており、適正な方法による機会の確保が求められています。

このため、獣医師会や動物愛護推進員及び動物愛護サポーター等と連携

し、小中学校を中心とした動物愛護教育が一層有意義なものになるように

支援を行います。 

（１）普及啓発内容の検討 
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動物の愛護及び管理に関する考え方や動物由来感染症の予防等に関

しては、小中学校で継続的に教えることが重要であるため、教育機関と連

携して、子どもの発達の段階に応じて、普及啓発の内容を検討し、教育現

場へ提供します。 

（２）動物愛護推進員による教育現場での普及啓発  

現在、動物愛護センターが実施する小学校における動物愛護教室は、

今後とも継続するとともに、動物愛護推進員と小中学校等が連携して普及

啓発が実施できるよう、動物愛護推進員への研修の実施、情報等の提供

や市町との調整等の支援を行います。 

（３）学校飼養動物の適正飼養等に関する研修の実施等  

学校飼養動物の適切な取扱いを推進するため、動物愛護センター、保健

所、獣医師会、動物関連教育機関及び企業等との連携により、教育現場

への動物の適正飼養や動物由来感染症に関する情報の提供、相談への

対応、教職員への研修等を実施します。 

課題４ 処分頭数削減への取組 

動物愛護の基本は、動物の命の尊厳を守ることにあり、殺処分頭数の

削減には、その理念が幅広く県民に浸透することが不可欠であることか

ら、官民が協働して動物愛護思想の普及と適正飼養の徹底を図ることが

重要です。 

このため、本県では、獣医師会や動物愛護サポーター、動物愛護団

体等と協働して、広報活動や動物愛護イベントの開催等による適正飼養

の普及啓発、不妊去勢手術の推進、移動譲渡会の開催や仲介者譲渡

制度の導入等による譲渡事業の拡大など、官民一体となった活動に取り

組んでいます。しかしながら、本県の犬猫の引取り頭数及び殺処分頭数

は全国的にみて多く、更なる取組を進める必要があります。 

そこで、飼い主への終生飼養の徹底や地域猫活動の普及啓発及び

無責任な餌やり行為の防止措置の強化等により、犬猫の引取り頭数を

削減するとともに、収容された犬猫のうち、譲渡することが適切な動物は

譲渡を進め、殺処分頭数の削減に繋げていきます。 
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施策１１ 終生飼養の徹底  

終生飼養の責務は、飼い主に最後まで責任を持って動物を飼養すること

を求めるものであり、動物の所有者は終生飼養に努める必要がありますが、

一方で動物の健康及び安全の保持の観点から行う譲渡や引取り等が否定

されるものではなく、適正な終生飼養の趣旨の理解が進むよう、普及啓発に

努めます。 

（１）動物取扱業者による説明の徹底 

動物の安易な飼養開始やみだりな繁殖により飼養継続が困難となり、動

物の引取りを求めるケースを防止するため、動物取扱業者に対し、販売及

び譲渡時において、終生飼養等の所有者の責務について十分に説明する

よう指導します。 

（２）関係機関と協働した普及啓発 

県、各市町のホームページや窓口でのポスター掲示及びパネル展等の

啓発イベントなどにより、犬猫の引取り頭数や殺処分頭数が全国的にみて

多い現状を周知するとともに、安易な飼養開始の防止及び終生飼養につ

いて普及啓発を強化します。また、動物愛護サポーターや地域ボランティア

等と協働した効果的な周知活動にも取り組みます。 

（３）教育現場における普及啓発 

適正飼養の推進については、幼少期からの意識付けが重要であることか

ら、教育機関等との連携をより深め、命の大切さへの認識や動物の適切な

飼養に関する知識が身につくよう動物愛護教室をさらに拡充することにより、

終生飼養に関する県民意識の向上を図ります。 

（４）犬猫等販売業者への指導 

犬猫等販売業者が販売用に供することが困難となった犬猫等について、

業者自身が定めた犬猫等健康安全計画による終生飼養や譲渡等が適正

に行われているかどうかの確認及び指導を徹底します。 

 

施策１２ 繁殖制限措置の周知徹底  

改正法の施行により、犬又は猫の所有者に対し、適正な飼養が困難とな

るおそれがある場合には、その繁殖を防止するため、不妊去勢手術等の措

置を講じることが義務付けられたことから、獣医師会、市町、動物愛護団体
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及び企業等と協働し、所有者等への周知啓発を強化し、犬猫の殺処分頭

数の削減に努めます。 

 

施策１３ 動物の引取り制度の適正な運用  

動物を終生飼養することは、所有者の当然の責務であり、また、繁殖した

動物も自らの責任において適切に飼養し、又は、譲渡すべきであることは自

明のことです。県では、終生飼養の原則に反する飼い主からの引取りを拒

否し、終生飼養や新しい飼い主探しを行うよう指導を行ってきたところです。 

また、県内の犬猫の収容頭数の約９割が所有者不明の犬猫（うち約7割

が幼齢個体）であることから、地域猫活動の普及啓発や、無責任な餌やり

行為への指導及び犬猫の遺棄防止の周知啓発の強化に取り組むなどによ

り、所有者不明の犬猫の発生を防止し、収容頭数の削減を図ります。 

さらに改正法の施行により、所有者不明の犬猫の引取り拒否事由が追加

され、周辺の生活環境が損なわれる事態が生ずるおそれがない場合等引

取りを求める相当の理由がない場合には、引取りを拒否できると明示されま

した。 

このことから、引取り窓口となる市町と連携して、所有者等への引取り事

由の確認を徹底するとともに、引取り事由を精査し、殺処分される動物の削

減を図ります。 

 

施策１４ 動物の譲渡拡大のための仕組づくり 

動物愛護センターでは、処分される不幸な命を減らすためだけではなく、

「地域の模範飼い主」となる飼い主を育成することを目的に譲渡事業に取り

組んでおり、模範飼い主となることができるように講習会を受講した方への

譲渡を前提に譲渡事業を行っています。また、動物愛護サポーターや譲渡

仲介者等のボランティア、動物愛護団体及び企業等と連携し、譲渡事業の

拡充に向けた取組を進めます。 

（１）譲渡機会の拡充 

適正飼養のための教育の場として譲受希望者を対象に実施している講

習会について、動物愛護センターにおける開催数の増加や、センター以外

の一般の方が訪れやすい場所で開催するなど、譲渡機会の増加に努めま
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す。 

（２）譲渡制度の普及啓発 

動物愛護センターから動物の譲渡を受けた県民の体験談の公開や関係

機関及び動物愛護サポーター等への情報提供等を通じて、譲渡制度の普

及啓発を図ります。 

 

施策１５ 動物由来感染症対策  

（１）動物由来感染症に関する知識の普及啓発  

動物由来感染症は、動物から人、人から動物に感染する病気の総称で、

ＷＨＯの報告では200種類以上が確認されており、主なものとしては狂犬病

及び重症熱性血小板減少症候群（ＳＦＴＳ）等が挙げられます。 

これらの感染症には、人も動物も発症するもの、動物は無症状で人だけ

が発症するもの等、病原体によって様々なものがあります。そのため、感染

症対策には、日常生活における正しい動物の取扱い方法や感染症の正し

い知識の普及啓発が重要なことから、情報収集や調査研究を行い、各関

係機関への適切な情報提供に努めます。 

（２）狂犬病対応 

愛媛県狂犬病対応マニュアルを活用し、関係機関とともに必要な協力体

制の確認や演習等を行い、県内外において狂犬病が発生した際には迅速

に対応できる体制を整備します。 

 

施策１６ 災害発生時の動物の保護及び逸走防止  

近年の自然災害等で、所有者等とはぐれて放浪状態となったペットが住

民に危害をもたらすおそれや、繁殖して生態系に影響を与えるおそれなど

の問題が生じたことから、国は、所有者等はペットとの同行避難が原則との

方針を示しています。 

課題５ 県民と動物の安全の確保 

動物由来感染症の知識等の普及啓発を行うとともに、災害発生時の

体制を整備・推進することにより、人と動物の安全確保を図る施策を展開

します。 
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そのため、国が作成した「人とペットの災害対策ガイドライン」や「愛媛県

地域防災計画」及び「愛媛県災害時動物救護活動ガイドライン」に基づき、

各市町、獣医師会、動物愛護団体等の関係機関及び企業等と連携した災

害対応救援体制の整備を行います。 

（１）所有者等への啓発・情報提供 

災害時にペットの命や健康を守るためには、所有者等の知識と平常時か

らの準備が大切です。防災体験イベントや講習会の拡充及び広報活動の

強化を行うとともに、県・市町が実施している防災訓練等において、多くの

所有者等に同行避難を体験できる機会を提供するよう努めます。 

（２）動物取扱業者の災害時対策の徹底  

動物取扱業者に対しては、飼養保管している動物について、災害発生

時に適切に保護、管理ができるよう避難場所の確保やマニュアル作成等に

ついて指導します。 

（３）特定動物等の災害時対策の徹底  

特定動物や実験動物の逸走による被害発生防止と産業用に飼養されて

いる動物の保護のために、飼養施設の保守点検や災害発生時の逸走防

止措置等の対策について、所有者等に対し指導するほか、関係機関との

情報共有を図ります。 

（４）市町等との連携 

地域防災計画におけるペットに関する対策については、十分な整備がな

されていないのが現状であるため、市町、地域の自主防災組織、獣医師会、

動物愛護団体、企業及びボランティア等との緊密な連携によるペットの救護

体制等の構築を図ります。また、「避難所におけるペット受入体制整備マニ

ュアル」を整備、活用し、避難所におけるペットの受入体制の整備を促進し

ます。 
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第５ 計画の推進 

１ 計画の周知 

本計画について、県内各市町、関係機関、関係団体及び企業等に通知

するとともに、広報、ホームページ等により県民に周知し、計画に対する理

解と協力が得られるよう努めます。 

２ 計画の実施体制の整備 

（１）動物愛護センターの機能の向上 

動物取扱業の監視体制を充実させるとともに、災害等発生時の対応訓

練等を実施して、緊急時における対応能力の向上を図る等、動物愛護セン

ターの機能を強化します。また、従来から実施している動物の譲渡事業や

動物愛護教室等の愛護事業を継続して行い、関係機関及び関係団体との

連携を強化します。 

（２）連絡調整機能の強化 

動物愛護センターが主体的に開催する会議や運営に際して、関係機関

及び関係団体との連絡調整機能を強化していきます。 

（３）調査研究の実施 

動物の愛護及び管理に関する施策を進めるには、科学的な知見等に基

づいた施策の展開も重要であることから、動物の愛護管理及び動物由来感

染症に関して調査研究を継続して行い、県や市町の施策に反映させていき

ます。 

３ 市町との連携推進 

市町との担当者会等において定期的な情報交換を行うとともに、動物愛

護管理や動物由来感染症に関する新しい情報・知見等の情報提供を行い

ます。また、市町には獣医師等動物に関する知識を有する専門職員が少な

いため、動物愛護管理に関する業務に協働して対応するなど、連携を進め

ていきます。 

４ 関係団体等との連携推進 

警察、獣医師会及び動物愛護団体等関係団体とは、引き続き緊密な連

携を取りながら、適切な役割分担のもと協力して、本計画の着実な推進を

図ります。 

５ 民間企業との連携推進 
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動物愛護管理に関する普及啓発活動や災害時の支援等において、民

間企業の協力は大きな力となることから、社会貢献活動として動物愛護に

取り組む企業との連携推進を図ります。 

６ 愛媛県動物愛護推進懇談会の運営 

市町、獣医師会、有識者、第一種動物取扱業者、動物愛護団体、教育

機関及び一般県民等の代表で構成する愛媛県動物愛護推進懇談会を設

置しています。今後も、この懇談会を定期的に開催し、民間と行政が動物

に関する課題を共有し、意見交換を行うことにより、連携して動物愛護と適

正飼養の推進に努めます。 
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第６ 本計画の評価及び見直し 

１ 平成30年度までの達成状況 

県では、「人と動物が共生する豊かな地域社会」を確立するため、市町・

関係団体等と連携し、適正飼養の普及啓発をはじめ、終生飼養や譲渡拡

大の仕組づくりなどにより引取り頭数、殺処分頭数の削減に取り組んでおり、

平成30年度の犬猫の引取り頭数は、平成24年度と比べ約４割、殺処分頭

数は約６割減少しました。しかしながら、本県の犬猫の引取り頭数及び殺処

分頭数は全国的にみて多く、引取り頭数のうち、飼い主がいない猫が約８

割を占めていることが課題となっていることから、主に猫の適正飼養や飼い

主がいない猫対策を重視し、施策内容の見直しを行いました。 

２ 令和12年度に向けた目標 

動物の殺処分頭数は、動物愛護管理行政の成果指標の一つであり、目

標の数値化は、事業推進に有効な手段と考えられます。計画の最終年度

である令和12年度における犬猫の殺処分頭数については、基本指針に沿

って平成30年度比50％減となるよう、令和３年３月に目標数値を設定したと

ころ、令和３年度及び令和４年度に目標を達成しました。このため、令和４

年度比50％減となるよう、下記のとおり新たな目標数値を設定し、目標達成

に向けて引き続き施策に取り組んでいきます。なお、目標は可能な限り前倒

しで達成するよう努め、基本指針の改定等に合わせて目標数値を見直すこ

ととします。 

 

 推進計画目標（令和12年度） 
令和４年度比 

令和４年度実績 → 令和12年度目標頭数 

犬 １７８頭 →  ８９頭 ５０％減 

猫 ４１７頭 → ２０９頭 約５０％減 

（負傷動物を除く）     

３ 達成状況の評価と計画の見直し 

本計画の達成状況については年度毎に分析、評価を行い、今後の社会

情勢の変化等を踏まえ、基本指針の改定等に合わせて計画の見直しを行

います。 


